
新旧対照表
【第二号様式】確認申請書（建築物）　第四面

【第四号様式】計画変更申請書（建築物）　第四面

（旧）（新） 備考欄

（第四面） 

建築物別概要 

 

【1．番号】 

 

【2．用途】（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

 

【3．工事種別】 

□新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 

 

【4．構造】         造    一部       造 

 

【5．主要構造部】 

 □耐火構造  

□建築基準法施行令第 108 条の３第１項第１号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-１） 

□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-２） 

□その他 

 

【6．建築基準法第 21 条及び第 27 条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第 109 条の 5 第 1 号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第 21 条第 1 項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第 110 条第 1 号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第 21 条又は第 27 条の規定の適用を受けない 

 

【7．建築基準法第 61 条の規定の適用】 

 □耐火建築物  

□延焼防止建築物 

□準耐火建築物  

□準延焼防止建築物  

□その他 

 □建築基準法第 61 条の規定の適用を受けない 

 

【8．階数】 

【ｲ．地階を除く階数】 

【ﾛ．地階の階数】 

【ﾊ．昇降機塔等の階の数】 

【ﾆ．地階の倉庫等の階の数】 

 

【9．高さ】 

【ｲ．最高の高さ】            ｍ 

【ﾛ．最高の軒の高さ】          ｍ 

 

【10．建築設備の種類】 

 

 
 

 

 

 

（第四面） 

建築物別概要 

 

【1．番号】 

 

【2．用途】（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

（区分      ） 

 

【3．工事種別】 

□新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 

 

【4．構造】         造    一部       造 

 

【5．主要構造部】 

 □耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合） 

 □耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合） 

□建築基準法施行令第 108条の４第１項第１号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-１） 

□準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ-２） 

□その他 

 

【6．建築基準法第 21条及び第 27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第 109条の 5第 1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第 21条第 1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第 109条の 7第 1項第 1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第 110条第 1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第 21条又は第 27条の規定の適用を受けない 

 

【7．建築基準法第 61条の規定の適用】 

 □耐火建築物  

□延焼防止建築物 

□準耐火建築物  

□準延焼防止建築物  

□その他 

 □建築基準法第 61条の規定の適用を受けない 

 

【8．階数】 

【ｲ．地階を除く階数】 

【ﾛ．地階の階数】 

【ﾊ．昇降機塔等の階の数】 

【ﾆ．地階の倉庫等の階の数】 

 

【9．高さ】 

【ｲ．最高の高さ】            ｍ 

【ﾛ．最高の軒の高さ】          ｍ 

 

【10．建築設備の種類】 

 

 

 

 



（新） （旧） 備考欄

 

１． 第四面関係 

1) この書類は、申請建築物ごと（延べ面積が１０平方メートル以内のものを除く。以下同じ。）に作成し

てください。 

2) この書類に記載する事項のうち、１０欄から１５欄までの事項については、別紙に明示して添付すれば

記載する必要はありません。 

3) １欄は、建築物の数が１のときは「１」と記入し、建築物の数が２以上のときは、申請建築物ごとに通

し番号を付し、その番号を記入してください。 

4) ２欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできるだけ具体的に書いて

ください。 

5) ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

6) ５欄は、「耐火構造（防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合）」、「耐火構造（防火上及

び避難上支障がない主要構造部を有する場合）」、「建築基準法施行令第１０８条の４第１項第１号イ及

びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ

－１）」（建築基準法施行令第１０９条の３第１号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。）

又は「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ－２）」（同条第２号に掲げる基準に適合する主

要構造部の構造をいう。）のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。いずれ

にも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

7) ６欄は、「建築基準法施行令第１０９条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法第２１

条第１項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第１０９条の７第１項第１号に掲げる基準に

適合する構造」、「建築基準法施行令第１１０条第１号に掲げる基準に適合する構造｣又は｢その他｣(上記

のいずれにも該当しない建築物で、建築基準法第２１条又は第２７条の規定の適用を受けるもの）のう

ち該当するチェックボックス全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第１０

９条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第１１０条第１号に掲げる基準

に適合する構造」に該当する場合においては、５欄の「準耐火構造」のチェックボックスにも「レ」マ

ークを入れてください。建築基準法第２１条又は第２７条の規定の適用を受けない場合は「建築基準法

第２１条又は第２７条の規定の適用を受けない」に「レ」マークを入れてください。 

 

１． 第四面関係 

1) この書類は、申請建築物ごと（延べ面積が１０平方メートル以内のものを除く。以下同

じ。）に作成してください。 

2) この書類に記載する事項のうち、１０欄から１５欄までの事項については、別紙に明示

して添付すれば記載する必要はありません。 

3) １欄は、建築物の数が１のときは「１」と記入し、建築物の数が２以上のときは、申請

建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

4) ２欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできるだけ

具体的に書いてください。 

5) ３欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

6) ５欄は、「耐火構造」、「建築基準法施行令第１０８条の３第１項第１号イ及びロに掲げ

る基準に適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造

（ロ－１）」（建築基準法施行令第１０９条の３第１号に掲げる基準に適合する主要構造

部の構造をいう。）又は「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ－２）」（同

条第２号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。）のうち該当するチェック

ボックスに「レ」マークを入れてください。いずれにも該当しない場合は「その他」に

「レ」マークを入れてください。 

7) ６欄は、「建築基準法施行令第１０９条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」、「建

築基準法第２１条第１項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第１１０条第

１号に掲げる基準に適合する構造｣又は｢その他｣(上記のいずれにも該当しない建築物

で、建築基準法第２１条又は第２７条の規定の適用を受けるもの）のうち該当するチェ

ックボックス全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第１０

９条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第１１０条第１

号に掲げる基準に適合する構造」に該当する場合においては、５欄の「準耐火構造」の

チェックボックスにも「レ」マークを入れてください。建築基準法第２１条又は第２７

条の規定の適用を受けない場合は「建築基準法第２１条又は第２７条の規定の適用を受

けない」に「レ」マークを入れてください。 

20) 申請建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅をいう。）である

場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、１９欄に、高床式住宅である旨及び

床下部分の面積を記入してください。 

21) 主要構造部の全部又は一部に燃えしろ設計（準耐火構造の主要構造部を耐火被覆を用いない構造方法

によるものとする設計をいう。）を用いたものについては、１９欄にその旨を記入してください。 

22) 建築物の２以上の部分が建築基準法施行令第１０９条の８に規定する火熱遮断壁等で区画されている

場合には、１９欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第２１条、第２７条及び第６１条の規

定の適用の有無を記入してください。 

23) 建築基準法施行令第１２１条の２の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものが木造である場合

には、１９欄に、その旨を記入してください。 

24) 計画の変更申請の際は、１９欄に第四面に係る部分の変更の概要について記入してください。 

20) 申請建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅をいう。）である

場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、１９欄に、高床式住宅である旨及び

床下部分の面積を記入してください。 

21) 建築基準法施行令第１２１条の２の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものが木造である場合

には、１９欄に、その旨を記入してください。 

22) 計画の変更申請の際は、１９欄に第四面に係る部分の変更の概要について記入してください。 



新旧対照表
確認申請書（建築物）　第二面

計画変更申請書（建築物）　第二面

（新） （旧） 備考欄

10) 8 欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、提出済の場合には、提出をした所管行政庁

名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地を記入してください。未提出

の場合には、提出する予定の所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務

所の所在地を記入し、提出をした後に、遅滞なく、提出をした旨（提出先を変更した場合においては、提

出をした所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地を含む。）

を届け出てください。なお、所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

 また、提出不要の場合には、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令第４条第１項に

規定する床面積を記入する等、提出が不要である理由を記入してください。特に必要がある場合には、各

階平面図等の図書によりその根拠を明らかにしてください。なお、延べ面積が３００平方メートル未満で

ある場合、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 11 条第１項の規定による非住宅部分を有

さない場合その他の提出が不要であることが明らかな場合は、記入する必要はありません。 

10) 8 欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、提出済の場合には、提出をした所管行政庁

名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地を記入してください。未提出

の場合には、提出する予定の所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務

所の所在地を記入し、提出をした後に、遅滞なく、提出をした旨（提出先を変更した場合においては、提

出をした所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地を含む。）

を届け出てください。なお、所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

 また、提出不要の場合には、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令第４条第１項に規

定する床面積を記入する等、提出が不要である理由を記入してください。特に必要がある場合には、各階

平面図等の図書によりその根拠を明らかにしてください。なお、延べ面積が３００平方メートル未満であ

る場合、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 11 条第１項の規定による非住宅部分を有さ

ない場合その他の提出が不要であることが明らかな場合は、記入する必要はありません。 

３．第二面関係 ３．第二面関係 


